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まえがき 

この規格は，産業標準化法第 16 条において準用する同法第 12 条第 1 項の規定に基づき，一般財団法人

日本規格協会（JSA）から，産業標準原案を添えて日本産業規格を改正すべきとの申出があり，日本産業

標準調査会の審議を経て，経済産業大臣が改正した日本産業規格である。これによって，JIS Q 10003:2010

は改正され，この規格に置き換えられた。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本産業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 

注記 工業標準化法に基づき行われた申出，日本工業標準調査会の審議等の手続は，不正競争防止法

等の一部を改正する法律附則第 9 条により，産業標準化法第 12 条第 1 項の申出，日本産業標準

調査会の審議等の手続を経たものとみなされる。 
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0 序文 

この規格は，2018 年に第 2 版として発行された ISO 10003 を基に，技術的内容及び構成を変更すること

なく作成した日本産業規格である。 

なお，この規格で点線の下線を施してある事項は，対応国際規格にはない事項である。 

0.1 一般 

この規格は，組織が，製品及びサービスに関連する苦情に対する効果的かつ効率的な“外部における紛

争解決プロセス”を，計画，設計，開発，運用，維持及び改善するための手引を示す。組織が苦情を内部

的に救済しない場合，外部における紛争解決手続が，救済の道を提供する。 

なお，多くの苦情は，更に時間のかかる，より敵対的な手順を必要とすることなく，組織内で解決され

る可能性がある。 

注記 1 組織には，JIS Q 10002 と整合した，効果的かつ効率的な内部苦情対応プロセスを開発するこ

とを推奨する。 

注記 2 この規格では，次のような用語を用いる。 

－ “外部における紛争解決手続”は，組織が，裁判手続によらずに製品に関連する紛争を

解決するために，組織以外の第三者に提供させる手続を意味する。例えば，和解の仲介，

あっ（斡）旋，調停，仲裁などがある（附属書 A 参照）。 

－ “外部における紛争解決プロセス”は，組織が，紛争解決手続によって製品及びサービ

スに関連する紛争を解決するために行う一連の活動を意味する。 

－ “解決内容”は，紛争解決手続の開始後に，紛争に関してなされる和解又は裁断的判断

に含まれる，救済及びその条件を意味する。 

なお，“外部における”は略されることがある。 

紛争を解決する方法は様々であり，また，それらを説明する用語も様々である。これらの方法には，交

渉促進的なもの，勧告的なもの，又は裁断的なものがある（附属書 A 参照）。それぞれの方法は，単独で

使用することも，連続して使用することもできる。 

この規格は，次に示す目的を達成するために適用できる。 

a) 紛争解決プロセスを設計し，苦情申出者に対して，どのような条件で紛争解決手続を提案するかを決

める。 

b) 組織の特定のニーズ及び期待を満たすことのできる紛争解決手続提供者（以下，提供者という。3.9

参照）を選択する。 


